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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結
累計期間

第55期

会計期間
自2020年７月１日
至2021年３月31日

自2021年７月１日
至2022年３月31日

自2020年７月１日
至2021年６月30日

売上高 （千円） 16,697,463 20,379,332 23,043,217

経常利益 （千円） 455,689 603,236 645,675

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 305,302 351,273 413,462

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 294,919 353,963 403,905

純資産額 （千円） 3,079,056 3,407,812 3,190,348

総資産額 （千円） 7,782,398 8,192,524 8,174,788

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 89.22 102.20 120.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 82.47 94.35 111.64

自己資本比率 （％） 39.6 41.6 39.0

 

回次
第55期

第３四半期連結
会計期間

第56期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2021年１月１日
至2021年３月31日

自2022年１月１日
至2022年３月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 42.67 40.13

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。詳細については、「第４ 経理の状

況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項 (会計方針の変更)」に記載しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、平山グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において平山グループが判断したものであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を第１四半期連結会計期間の期首より適用しており

ます。詳細につきましては、「第４ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載し

ております。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、2022年４月１日発表の全国企業短期経済観測調査(短観)にみ

られるとおり、大企業製造業の景況感を示す業況判断指数（ＤＩ）が2020年６月調査以来７四半期ぶりに悪化した

ため、３ポイント低下しプラス14となりました。先行きはプラス９で、さらなる悪化を見込んでおります。大企業

非製造業も１ポイント低下し７四半期ぶりに悪化しております。ロシアによるウクライナ侵攻後初の短観で、地政

学リスクの高まりや資源価格の高騰で企業マインドが急速に冷え込んでいる状況であります。

一方、2022年２月の失業率は、前月から0.1ポイント改善の2.7％となりました。コロナ禍で自らのキャリアを見

直す人が増えており、失業者のうち、「自発的な離職（自己都合）」が増える一方、リストラなど「非自発的な離

職」は減少しております。また、同月の有効求人倍率は、前月から0.01ポイント改善の1.21倍となりました。

 

このような環境下において、平山グループは、半導体等の部品供給制約と当第３四半期において発生した宮城・

福島での大地震や大雪によるサプライチェーンの混乱により一部生産が先送りされたものの、コロナ禍後の生産回

復需要を取り込み、インソーシング・派遣事業を中心に海外事業を含めた全セグメントにおいて増収増益を確保い

たしました。利益面では、請負職場での現場改善及び受注単価の高い案件を獲得したこと、販売費及び一般管理費

においてＤＸ化やＲＰＡを活用するなど効率的に使用したことから、計画を上回る結果を出すことができました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高20,379,332千円（前年同四半期比22.1％増）、営業利益

559,462千円（前年同四半期比52.2％増）、経常利益は助成金収入36,024千円等を計上したことから603,236千円

（前年同四半期比32.4％増）となりました。なお、親会社株主に帰属する四半期純利益（法人税等控除後）は法人

税等を251,000千円計上したことから351,273千円（前年同四半期比15.1％増）となりました。

 

セグメント別の業績の概況は、次のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの利益又は損失の算定方法及び報告セグメントの区分を変

更しており、前年同四半期比較については前年同四半期の数値を変更後の数値で比較しております。

 

①　インソーシング・派遣事業

インソーシング・派遣事業につきましては、自動車・建機・電子部品関連分野において、半導体等の部品供給

制約と当第３四半期において発生した宮城・福島での大地震や大雪によるサプライチェーンの混乱により一部生

産が先送りされたものの、当第３四半期連結累計期間はリカバリー生産により旺盛な需要があったこと、医療機

器分野の増産による増員に加え新規取引先を順調に獲得できたこと、住設関連部材、農業用機械及び物流等が好

調だったことから、概ね計画どおりの売上高となりました。また、利益面では、現場改善を継続して行い収益改

善に努めるとともに、上記の新規・既存受注が好調であったことから積極的に人材採用を進め、人材教育に資源

を投入することで、増益を確保いたしました。

採用面では、新卒採用者が定着して生産の安定に寄与する一方、中途採用においては経済回復とともに、徐々

に採用環境が厳しくなり始めておりますが、採用ルートの多様化により、増員することができました。

この結果、売上高は16,692,201千円（前年同四半期比20.1％増）、セグメント利益は1,054,109千円（前年同

四半期比19.3％増）となりました。

 

②　技術者派遣事業

技術者派遣事業につきましては、主要顧客の大手製造業の一部ではコロナ禍に対応するべく業界再編とともに

技術開発投資の持ち直しもみられ、ＩＴ関連技術者を中心に当社の受注は回復基調となりました。

一方、人材採用面では中長期の成長を見据え採用活動を強化していますが、業界の人手不足感が強まる中、経

験者、未経験者を問わず技術者確保において厳しい状況が続いております。

このような状況に対し、顧客ニーズに対応するため、新たに研修センターを開設し経験者へのステップアップ

研修や未経験者の教育・育成プログラムの構築など、技術者確保の仕組みを強化・活用いたしました。
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利益面では、コロナ禍後の業容拡大を見据えて増員したことで、教育コストがかさんだものの、前期より黒字

化したＩＴエンジニア派遣部門が貢献したことから前年同四半期比では増益となりました。

この結果、売上高は1,604,247千円（前年同四半期比22.9％増）、セグメント利益は42,083千円（前年同四半

期比34.0％増）となりました。

 

③　海外事業

海外事業におきましては、主力のタイにおいて、製造業生産指数が、2021年４～６月期前年同四半期比20.6％

増、2021年７～９月期前年同四半期比0.2％減、2021年10～12月期前年同四半期比1.9％増となり、コロナ禍の影

響はありましたが、回復基調となっております。

このような環境の下、タイにおける平山グループの派遣従業員数は、顧客ニーズを捉え、2021年12月時点で前

年同月比31.2％増となりました。

利益面では、前期からの受注単価の引き上げと高利益率の案件獲得に注力するとともに、効率的な運営体制を

構築したことが功を奏し、黒字転換を果たしました。

この結果、売上高は1,577,217千円（前年同四半期比50.0％増）、セグメント利益は37,268千円（前年同四半

期はセグメント損失58,018千円）となりました。

注：海外事業につきましては、10～12月期実績を３ヶ月遅れで当第３四半期連結累計期間に計上しております。

 

④　その他事業

その他事業につきましては、現場改善コンサルティング事業及び海外からの研修ツアーが、依然としてコロナ

禍の影響により海外との往来が制限されている状況にあるものの、ＷＥＢセミナー及びリモート指導事業の取組

みを積み重ねた結果、９月以降は国内外からの引き合い、問合せが増え続け、安定した売上が期待できる状況に

なりました。現場改善コンサルティング事業については国内製造関連に加え、これまで開拓があまり進んでいな

かった中近東、アフリカと東南アジアを中心に顧客開拓が進み、着実に売上高に寄与し始めております。さらに

は、新規工場設置ニーズを捉え、工場立上げの支援コンサルティングを展開しております。

利益面では、外国人雇用管理サポート事業が外国人の入国制限がある中で、事業戦略の修正と経費削減などに

より収益化を実現できたこと、昨夏まで低迷していた収益率の高い訪問型現場改善コンサルティング事業の売上

高が９月以降回復したことにより、当第３四半期連結累計期間において黒字を確保いたしました。

この結果、売上高は505,664千円（前年同四半期比13.5％増）、セグメント利益は52,795千円（前年同四半期

比20.5％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は8,192,524千円となり、前連結会計年度末に比べ17,736千円増加

いたしました。主な要因は、受取手形及び売掛金が333,830千円、その他の流動資産が114,834千円、有形固定資産

が137,124千円、投資その他の資産が259,164千円それぞれ増加するなどした一方で、現金及び預金が807,720千円

減少したこと等によるものであります。

負債合計は4,784,712千円となり、前連結会計年度末に比べ199,727千円減少いたしました。主な要因は、未払金

が162,821千円、未払法人税等が196,012千円、賞与引当金が168,676千円それぞれ増加するなどした一方で、未払

消費税等が508,437千円、１年内返済予定の長期借入金が145,002千円、長期借入金が117,252千円それぞれ減少し

たこと等によるものであります。

純資産合計は3,407,812千円となり、前連結会計年度末に比べ217,463千円増加いたしました。主な要因は、親会

社株主に帰属する四半期純利益を351,273千円計上した一方で、配当金の支払により130,132千円の減少があったこ

となどから、利益剰余金が220,177千円増加したこと等によるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、平山グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、平山グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,350,400

計 14,350,400

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,652,600 3,653,600

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）

（第３四半期会計期間

末現在）

スタンダード市場

（提出日現在）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株であります。

計 3,652,600 3,653,600 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日

（注）

20,400 3,652,600 5,573 453,471 5,573 353,470

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2022年４月１日から2022年４月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,000株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ307千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 185,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,446,200 34,462 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数  3,632,200 － －

総株主の議決権  － 34,462 －

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

株式会社平山ホール

ディングス

東京都港区港南一丁目８番40号

A-PLACE品川６階
185,200 － 185,200 5.10

計 － 185,200 － 185,200 5.10

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年１月１日から

2022年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年７月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、爽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,882,058 3,074,337

受取手形及び売掛金 2,798,643 3,132,473

その他 514,301 629,135

貸倒引当金 △40,744 △41,438

流動資産合計 7,154,258 6,794,507

固定資産   

有形固定資産 276,996 414,120

無形固定資産 134,056 115,254

投資その他の資産   

その他 720,269 868,860

貸倒引当金 △110,792 △218

投資その他の資産合計 609,477 868,642

固定資産合計 1,020,530 1,398,017

資産合計 8,174,788 8,192,524

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入金 348,024 203,022

未払金 1,945,668 2,108,490

未払法人税等 20,276 216,288

未払消費税等 1,074,162 565,724

賞与引当金 132,357 301,033

その他 244,006 221,009

流動負債合計 3,764,495 3,615,568

固定負債   

長期借入金 217,831 100,579

退職給付に係る負債 621,764 692,417

役員退職慰労引当金 313,363 313,363

その他 66,985 62,784

固定負債合計 1,219,944 1,169,143

負債合計 4,984,439 4,784,712

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,578 453,471

資本剰余金 360,509 373,401

利益剰余金 2,545,250 2,765,427

自己株式 △157,021 △188,154

株主資本合計 3,189,317 3,404,146

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 61 2,762

その他の包括利益累計額合計 61 2,762

新株予約権 960 855

非支配株主持分 9 48

純資産合計 3,190,348 3,407,812

負債純資産合計 8,174,788 8,192,524
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年７月１日
　至　2021年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 16,697,463 20,379,332

売上原価 13,769,139 16,777,783

売上総利益 2,928,323 3,601,548

販売費及び一般管理費 2,560,679 3,042,085

営業利益 367,644 559,462

営業外収益   

為替差益 17,773 -

助成金収入 65,429 36,024

その他 15,879 23,221

営業外収益合計 99,083 59,246

営業外費用   

支払利息 7,713 2,374

為替差損 - 11,795

その他 3,324 1,302

営業外費用合計 11,037 15,472

経常利益 455,689 603,236

特別利益   

消費税等簡易課税差額収入 44,221 -

債務免除益 36,600 -

関係会社株式売却益 2,807 -

投資有価証券売却益 236 -

特別利益合計 83,865 -

特別損失   

固定資産除却損 - 982

関係会社株式評価損 12,955 -

特別損失合計 12,955 982

税金等調整前四半期純利益 526,599 602,254

法人税、住民税及び事業税 267,512 377,934

法人税等調整額 △39,509 △126,933

法人税等合計 228,002 251,000

四半期純利益 298,597 351,253

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6,705 △20

親会社株主に帰属する四半期純利益 305,302 351,273
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年７月１日
　至　2021年３月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年７月１日
　至　2022年３月31日)

四半期純利益 298,597 351,253

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △3,647 2,710

持分法適用会社に対する持分相当額 △30 -

その他の包括利益合計 △3,677 2,710

四半期包括利益 294,919 353,963

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 302,199 353,975

非支配株主に係る四半期包括利益 △7,279 △11
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【注記事項】

（会計方針の変更）

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識

会計基準等の適用により、有料職業紹介売上における早期退職返金条項につき、返金されると見込まれる財又

はサービスの対価に関し、変動対価に関する定めに従って、販売時に収益を認識せず返金負債とする方法に変

更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

　収益認識会計基準等の適用が四半期連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

 

（追加情報）

　当社は、現時点で日設工業株式会社の株式を取得し、議決権の20％以上を保有しておりますが、現時点では財

政及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えていないため、関連会社としておりません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　当座貸越契約

当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結し

ております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年３月31日）

当座貸越極度額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,000,000千円 1,000,000千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年７月１日
至 2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年７月１日
至 2022年３月31日）

減価償却費 38,229千円 48,827千円

のれんの償却費 19,185 6,089
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2021年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年９月25日

定時株主総会
普通株式 102,473 30.00 2020年６月30日 2020年９月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年９月28日

定時株主総会
普通株式 130,132 38.00 2021年６月30日 2021年９月29日 利益剰余金

(注）１株当たり配当額には、特別配当８円を含んでおります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年７月１日　至　2021年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
インソーシ
ング・派遣
事業

技術者派遣
事業

海外事業 計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
13,894,587 1,305,674 1,051,639 16,251,901 445,561 16,697,463 － 16,697,463

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ 8,132 2,306 10,438 77,502 87,940 △87,940 －

計 13,894,587 1,313,806 1,053,945 16,262,339 523,063 16,785,403 △87,940 16,697,463

セグメント利

益又は損失

(△)

883,392 31,403 △58,018 856,777 43,822 900,599 △532,955 367,644

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社グループが行っている

コンサルティング事業・教育事業・有料職業紹介事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△532,955千円の内訳は、セグメント間取引消去55,097千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△588,052千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
インソーシ
ング・派遣
事業

技術者派遣
事業

海外事業 計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
16,692,201 1,604,247 1,577,217 19,873,667 505,664 20,379,332 － 20,379,332

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

4,849 4,066 2,132 11,048 65,582 76,630 △76,630 －

計 16,697,050 1,608,314 1,579,350 19,884,715 571,246 20,455,962 △76,630 20,379,332

セグメント利

益
1,054,109 42,083 37,268 1,133,460 52,795 1,186,256 △626,793 559,462

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、当社グループが行っている

コンサルティング事業・教育事業・有料職業紹介事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△626,793千円の内訳は、セグメント間取引消去53,896千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△680,690千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更及び報告セグメント区分の変更）

　第１四半期連結会計期間より、報告セグメントごとの業績をより適切に反映するために、全社費用の配賦方

法を見直し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行っております。また、従来「その他」に含

めておりました一部の事業につきましては、「技術者派遣事業」の区分に含めております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、変更後の算定方法、区分により作成し

たものを記載しております。

 

（会計方針の変更）

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業

会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメ

ントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。なお、当該変更による当第３四半期連結累計期間

のセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

　当第３四半期連結累計期間（自　2021年７月１日　至　2022年３月31日）

(単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計額
 

インソーシン
グ・派遣事業

技術者派遣
事業

海外事業 計

売上高       

(1)顧客との契約から生
じる収益

16,692,201 1,604,247 1,577,217 19,873,667 505,664 20,379,332

(2)その他の収益 － － － － － －

外部顧客への
売上高

16,692,201 1,604,247 1,577,217 19,873,667 505,664 20,379,332

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンサルティング事業・教育事業・

有料職業紹介事業等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年７月１日
至　2021年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年７月１日
至　2022年３月31日）

(1) １株当たり四半期純利益 89円22銭 102円20銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
305,302 351,273

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益（千円）
305,302 351,273

普通株式の期中平均株式数（株） 3,421,973 3,436,999

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益
82円47銭 94円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整

額（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 279,928 286,286

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2022年５月16日

株式会社平山ホールディングス

取締役会　御中

 

爽監査法人

　東京都千代田区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 熊谷　輝美　　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 貝沼　彩　　　　印

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平
山ホールディングスの2021年７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年１
月１日から2022年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年７月１日から2022年３月31日まで）に係る四
半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平山ホールディングス及び連結子会社の2022年３月
31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ
せる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを
行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎
となる証拠を入手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな
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いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 
以　上

 
　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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